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――凡例―― 
一、引用文中の〔〕は引用者による補足、…は中略を示す。 
一、引用は、「」で囲むことによって、あるいは上下を一行空け、字下げをすることで示す。 
一、引用・参照に際する文献情報は、()内に、著者の氏ないし surname（重複し混乱をもた
らしうる場合は氏名ないし surname, first name）、出版年、引用頁の順に示す。欧語文献
に邦訳がある場合は、()内に、著者氏(名)、出版年、引用頁を、以下のように示している。
(氏(名)欧語出版年 : p. 欧語該当ページ=邦訳出版年: 邦語該当ページ頁)。引用文献につい
ては文献の欄を参照のこと。 
一、引用・参照に際する文献情報は、先述のように半角括弧()で囲むことによって示してい
るが、文章表現としての括弧は、欧語での原語表記を除き、全角括弧（）を用いている。 
一、欧語文献に関し、邦訳のあるものについて、入手可能であったものはできる限り参照し

ているが、ほとんどの場合において訳文を変更している。参考となったこれまでの訳業に感

謝する。 
一、論旨を追う妨げとなりうるが、学術的価値を有し、かつ本論文に関連すると考えられる

事柄は、脚注に記述した。 
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――目次―― 
一、章については――――で囲い、節は「章.節.」、項は「章.節.項.」、款は「章.節.項.款.」、
目は「章.節.項.款.目.」の形で表記している。 
例えば 1章 2節 3項 4款 5目は、「1.2.3.4.5.」と表記される。 
一、章節項款目の開始頁について、それぞれの題の右に表記することで示している。 
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